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再 評 価 調 書（案） 

Ⅰ 事業概要 

事 業 名 下水道事業 

地 区 名 衣
きぬ

浦
うら

西部
せ い ぶ

流 域
りゅういき

下水道
げすいどう

 

事業箇所 半田市、知多市、知多郡阿久比町、知多郡東浦町、知多郡武豊町 

事業のあ

らまし 

衣浦西部流域下水道は、半田市、知多市、知多郡阿久比町、知多郡東浦町及び知多郡武豊町の

2 市 3 町を対象とした流域下水道である。本事業は、関連市町による公共下水道の整備と連携を

図りながら、県が根幹的な施設である幹線管渠、ポンプ場及び処理場を整備するものである。 

1983 年度に事業着手し、1991 年度に半田市と武豊町が供用開始後、順次整備を進め1994年度

に阿久比町、1996年度に知多市、1997年度の東浦町をもって全市町供用開始したところである。 

計画処理人口に対する下水道を使用できる人口の割合は 2022 年度末で 97.9％であり、さらに

下水道が使用できる区域を拡大するため、県と関連市町で連携して整備を進めている。 

 

【事業概要（全体計画）】 

 計 半田市 知多市 阿久比町 東浦町 武豊町 

計画処理区域面積 

(ha) 
3,818.4 1,995.0 190.1 391.0 538.4 703.9 

計画汚水量 

(㎥/日) 
112,001 57,715 6,540 13,146 15,076 19,524 

計画処理人口 

(人) 
212,036 108,487 13,200 26,185 28,976 35,188 

 

事業目標 

【達成（主要）目標】 

本事業の実施により、生活排水等を適正に処理し、下水道計画区域内の生活環境の改善と公共

用水域の水質保全を図ることを目標とする。 

・下水道計画処理人口に対する下水道を使用できる人口の割合 100％ 

 

計画変更

の推移 

事業採択時

（1983年度）

再評価時
(1回目)

（1998年度）

再評価時
(2回目)

（2003年度）

再評価時
(3回目)

（2013年度）

再評価時
(4回目)

（2023年度）

1983～ 1983～ 1983～2026 1983～2032 1983～2030

455.0 656.0 673.7 742.0 770.6

工事費 － 588.5 606.2 674.5 703.1

用補費 － 67.5 67.5 67.5 67.5

その他 － － － － －

全体計画 全体計画 全体計画 全体計画 全体計画

(1982策定) (1993策定) (1993策定) (2010策定) (2022策定)

計画処理
区域面積

計画処理
区域面積

計画処理
区域面積

計画処理
区域面積

計画処理
区域面積

4,384.3ha 4,917.0ha 4,917.0ha 4,765.3ha 3,818.4ha

幹線管渠 幹線管渠 幹線管渠 幹線管渠 幹線管渠

21km 21km 21km 26km 26km

ポンプ場 ポンプ場 ポンプ場 ポンプ場 ポンプ場

1箇所 1箇所 1箇所 1箇所 1箇所

処理場 処理場 処理場 処理場 処理場

1箇所 1箇所 1箇所 1箇所 1箇所

処理能力 処理能力 処理能力 処理能力 処理能力

180,000㎥/日 180,000㎥/日 180,000㎥/日 122,000㎥/日 112,100㎥/日

･

･

･

変動要因の分析

事業期間につい
ては、関連市町
の公共下水道の
整備期間の見直
しによる。
(2032年
　→2030年)

工事費について
は、整備実績に
基づく精査によ
る。
(674.5億円
　→703.1億円)

計画処理区域面
積については、
関連市町の見直
しによる。
(4,765.3ha
　→3,818.4ha)

事業期間

事業費(億円)

経費
内訳

事業内容

 

（別紙２） 
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Ⅱ 評価 

①
事
業
の
必
要
性
の
変
化 

1) 必 要 性

の変化 

 

【事業採択時の状況】 

下水道(汚水)が未整備のため、生活排水の多くが未処理のまま水路や側溝に流されてい

た。これらの排水は、周辺環境・居住環境に悪影響を及ぼすとともに、公共用水域の水質

汚濁の原因となるため、早急な下水道整備が必要であった。 

このため、半田市をはじめとする2市 3町を対象として、1983 年度から県と市町による衣

浦西部流域下水道事業に着手した。 

【再評価時(1回目：1998年度)の状況】 

1991 年度に半田市と武豊町が供用開始され、1997 年度末での計画処理人口に対する下水

道を使用できる人口の割合は約36.8％となり、約9.1万人が下水道を使えるようになった。 

【再評価時(2回目：2003年度)の状況】 

1997 年度に全市町で供用開始され、2002 年度末での計画処理人口に対する下水道を使用

できる人口の割合は約53.2％となり、約13.1万人が下水道を使えるようになった。 

【再評価時(3回目：2013年度)の状況】 

供用区域の拡大により、2012 年度末における計画処理人口に対する下水道を使用できる

人口の割合は82.7％となり、約19.3 万人が下水道を使えるようになった。 

【再評価時(4回目：2023年度)の状況】 

供用区域の拡大により、2022 年度末における計画処理人口に対する下水道を使用できる

人口の割合は約97.9％となり、約20.8万人が下水道を使えるようになった。 

【変動要因の分析】 

再評価時(3 回目：2013 年度)と比べると新たに約 1.5 万人が下水道を使えるようになっ

たが、未だ約 0.4 万人の住民が下水道を使用できない状況にある。また、2022 年度末時点

における下水道普及率を比較すると、全国平均81.0％、愛知県平均81.0％に対して、関連

2市 3町は87.9％と整備は進んでいる状況である。 

判定 

Ｂ 
A： 事業着手時に比べ必要性が増大している。 

B： 事業着手時に比べ必要性にほとんど変化がない。 

C： 事業着手時に比べ必要性が著しく低下している。 

【理由】 

下水道普及率は全国平均を上回ってはいるが、未だ約 0.4 万人の住民が下水道を使用で

きない状況にあるため、事業採択時に比べて必要性にほとんど変化がない。 

②
事
業
の
進
捗
状
況
及
び
見
込
み 

1) 進捗状

況 

【事業計画及び実績】 

合計

1,862.8
1,573.9
1,759.9

実績

今回計画

事業費
(億円)

工種
区分

処理場

ポンプ場

管渠

調査･設計

用地補償

工事

前回計画

1983～2012 2013～2022 2023～2030

186.0

172.01,506.8 184.0
1,506.8 67.1

1,506.8 67.1  

  ※事業費は流域(県事業)と流域関連(市町事業)の合計 

【進捗率】 

計画
【①】

実績
【②】

達成率(%)
【②÷①】

計画
【③】

進捗率(%)
【②÷③】

4,299.2 3,535.8 82% 3,818.4 93%

216,450 207,655 96% 212,036 98%

事業費(億円) 1,690.8 1,573.9 93% 1,759.9 89%

うち 流域 663.3 608.2 92% 770.6 79%

うち 流域関連 1,027.5 965.7 94% 989.3 98%

これまでの計画に対する達成状況 全体進捗状況

処理面積(ha)

処理人口(人)
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【施工済みの内容】※2022年度末（()は計画値） 

 処理区域面積  3,535.8ha  （3,818.4ha）  

整備面積   3,553.0ha  （3,818.4ha）  

 幹線管渠   26km     （26km） 

 ポンプ場 1箇所    （1箇所） 

 処 理 場 1箇所    （1箇所） 

処理能力    84,600ｍ3/日 （112,100ｍ3/日）  

【事後評価に準ずるフォローアップ】 

下水道の普及（計画処理人口に対する下水道を使用できる人口の割合の増加）に伴い、

公共用水域の水質の改善が期待できる。 

衣浦西部流域下水道の整備により水質改善が期待される水域（河川）について BOD を測

定した結果（下図）を見ると、年度毎にばらつきはあるものの、計画処理人口に対して下

水道が使用できる人口の割合が 50％を超えて以降、環境基準を達成し、その後も維持でき

ている。 

2022年度末の計画処理人口に対する下水道を使用できる人口の割合は97.9％であり、整

備が概成していることから、今後もこの傾向は継続すると想定する。 

＊水質調査地点：阿久比川 

＊BOD（生物化学的酸素要求量）： 

水中の汚濁物質（主として有機物）が微生物によって酸化分解されるときに必要とされる酸素

量で、河川の汚濁を表す代表的指標。値が大きいほど汚濁の度合いが著しいことを示す。 
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阿久比川 BOD 阿久比川 BOD環境基準 計画処理人口に対して下水道を使用できる人口の割合

阿久比川環境基準 BOD 5mg/L

 

衣浦西部流域下水道計画区域内における河川水質(BOD)の経年変化 

2) 未着手

又は長

期化の

理由 

関連市町の下水道整備費の確保が難しい中、効率的な計画区域となるよう適宜区域を見直

しており、前回評価時から事業期間は2年短縮されている。 

3) 今後の

事業進

捗の見

込み 

【阻害要因】 

今後も引き続き、社会情勢の変化に応じた効率的･効果的な整備を図る必要がある。 

【今後の見込み】 

人口動向と社会情勢の変化に応じて適宜計画を見直し、新技術を取り入れることで早期

の整備概成を図る。 

判定 Ｂ 

A： これまで事業は順調であり、引き続き計画通り確実な完成が見込まれる。 

B： 次のいずれか（該当する項目に「○印」を付ける） 

・これまで事業は順調である。今後は多少の阻害要因が見込まれるものの、

一定の期間等を要すれば、解決できる見通しがあり、ほぼ計画通りの完成

が見込まれる。 

・これまで事業が長期化していたが、事業期間を延長したことにより、今後

は阻害要因がなく、ほぼ計画通りの完成が見込まれる。 

・これまでの事業長期化により、事業期間を延長した。今後も多少の阻害要

因が見込まれるが、一定の期間等を要すれば、解決できる見通しがあり、
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ほぼ計画通りの完成が見込まれる。 

C： 阻害要因の解決が困難で、現時点では、事業進捗の目処がたたない。 

【理由】 

社会情勢の変化に応じた効果的・効率的な整備を行うことで、今後はほぼ計画通りに整

備が完了する見込みである 

③
事
業
の
効
果
の
変
化 

1) 貨 幣 価

値 化 可

能 な 効

果（費用

対 効 果

分 析 結

果）の変

化 

【貨幣価値化可能な効果（費用対効果）分析の算定基礎となった要因変化の有無】 

有：・下水道事業における費用効果分析マニュアル（2021年 4月）の改定。 

・評価実施年度より前に計上された費用及び便益についてデフレーター補正の適用。 

・工事費、間接経費及び維持管理費について、消費税相当額を控除。 

・費用において、県内全 11 流域下水道が共同で建設、管理・運営する共同汚泥処理

施設を考慮。 

・便益において、汚泥有効利用及び用地有効利用による効果を追加。 

【貨幣価値化可能な効果（費用対効果）分析結果】 

・本事業の全体事業に対する費用便益比(B/C)は 1.9(>1)であり、事業効果が期待できる。 

事業採択時

　
(1983年度)

再評価時

(1回目)
(1998年度)

再評価時

(2回目)
(2003年度)

再評価時

(3回目)
(2013年度)

再評価時

(4回目)
(2023年度)

備考

事業費（公共下水道） － － 871.3 2,266.0 3,694.3

維持管理費（公共下水道） － － 17.2 82.0 105.6

事業費（流域下水道） － － 644.4 1,932.2 3,203.0

維持管理費（流域下水道） － － 114.4 496.7 746.7

－ － 1,647.3 4,776.9 7,749.6

周辺環境の改善 － － 444.6 5,046.1 8,368.3

居住環境の改善 － － 1,150.0 2,856.3 4,576.7

公共用水域の水質保全 － － 321.0 1,241.8 1,834.0

汚泥有効利用効果 － － － － 4.1

用地有効利用効果（太陽光） － － － － 5.5

残存価値 － － 0.0 -34.0 38.6

－ － 1,915.6 9,110.2 14,827.2

計画処理区域面積(ha) 4,384.3 4,917.0 4,917.0 4,765.3 3,818.4

計画処理人口(人) 197,900 246,600 246,600 232,800 212,036

世帯数(世帯) － － － 87,916 88,447

－ － 1.2 1.9 1.9

(参考)
算定
要因

費用
(億円)

効果
(億円)

費用対効果分析結果(B/C)

区　分

合計(C)

合計(B)

 
※金額は、社会的割引率(4%)を用いて現在価値の値に換算したもの。 

【貨幣価値化可能な効果（費用対効果）分析手法】 

・下水道事業における費用効果分析マニュアル（2021 年 4 月 国土交通省水管理･国土保全

局下水道部）に準拠して費用効果分析を行った。 

・下水道事業は、生活環境の改善及び公共用水域の水質保全を図ることを目的とした事業

であり、下水道の整備による周辺・居住環境の改善効果、公共用水域の水質保全効果、

汚泥・用地有効利用効果を便益とし、それに要する費用(事業費)とを比較して B/C を求

めている。 

・事業採択にあたっては、B/C が 1以上を要件としている。なお、費用効果分析では、流域

下水道（県事業）と流域関連公共下水道（市町事業）とを一体的に評価している。 

【変動要因の分析】 

・現在価値へ換算する基準年度を 2013 年度から 2023 年度へ変更したことにより、特に過

年度の費用及び便益が、前回評価よりも相対的に大きく算定されることとなった。この

ため、費用、効果ともに金額（各年度の金額を現在価値に換算した額の合計額）が増加

した。  

・その他、事業費の変動や、下水道事業における費用効果分析マニュアル改定に基づき、

消費税相当額の控除、浄化槽耐用年数の変更、便益単価の見直し等を反映したが、B/C は

1.9（再評価時3回目：2013 年度)から変わらなかった。 

・共同汚泥処理体制の導入により費用が51.9億円減少し、B/Cが 0.01(1.90→1.91)増加し

た。 

・計画処理区域面積が減少したが、費用対効果の算定への影響は軽微であった。また、事

業期間を短縮することについても、すでに効果が一部発現しており、今後も整備に合わ

せて効果が増加していく事業の特性から、費用対効果の算定への影響は軽微であった。 
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2) 貨 幣 価

値 化 困

難 な 効

果 の 変

化 

【事業採択時の状況】 

特になし 

【再評価時(1回目：1998年度)の状況】 

特になし 

【再評価時(2回目：2003年度)の状況】 

特になし 

【再評価時(3回目：2013年度)の状況】 

特になし 

【再評価時(4回目：2023年度)の状況】 

特になし 

【変動要因の分析】 

なし 

 

判定 

Ａ 

A： 事業着手時とほぼ同様の事業効果が発現される見通しがある。 

B： 事業着手時と比べ低下が見られるが、十分な事業効果が確保される見通し

がある。 

C： 事業着手時と比べ著しく低下し、現時点では事業効果が確保される見通し

が立たない。 

【理由】 

B/Cは 1.9と 1.0 を超えており、事業効果の発現が期待できる。 

Ⅲ 対応方針（案） 

継続 
中止：上記①～③の評価で一つでもＣ判定があるもの。 

継続：上記以外のもの。 

Ⅳ 事後評価実施の有無と主な評価内容 

■対象（事業完了後５年目） □対象外  

【事業完了後５年を越えて実施する理由・対象外の理由】 

 

【主な評価内容】 

公共用水域の水質保全の状況から、事業効果を確認する。 

 

Ⅴ 事業評価監視委員会の意見 

 

Ⅵ 対応方針 

 

 


